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7． おわりに
2009年は、キューバ革命50周年であるとともに、日本とキューバの外交樹立から80年の節目の年である。また、およそ50年前に上智大学に在籍していた報告者にとって、この場所での講演は特別な意味をもっている。その当時から米国とカリブ諸国との関係に関心をもっていた報告者は、その後、特にキューバとその巨大な隣国である米国との関係に焦点を当て、研究を続けてきた。1960年の初め、両国の関係は悪化しており、ピッグス湾事件
やキューバ危機が起こった時期であった。
　ところで、米国とキューバの地理的特徴を見てみると、いくつかのことが明らかになる。すなわち、①領土、人口、権力において、米国のそれがキューバをはるか上回っているという非対称性、②カナダ、メキシコに次いで、キューバが3番目に米国に近いこと、③「帝国のフロンティア
」という戦略的な地位にあるということである。
　両国の関係は、19世紀に始まった。新生国家であった米国は、19世紀初頭から国際社会での勢力を拡大させ、1823年にはモンロー宣言を採択した。また同じ年、Ｊ・アダムズ（John Adams）大統領は、「熟した果実の論理」
を展開した。この論理は、それ以降、キューバに対する米国の方向性を決定付けるものであった。
両国はこうして、矛盾をはらんだ、しかし緊密な関係を築いた。一方では地理的に近いことから、経済、政治、文化面での交流が行われた。特に経済面での結び付きが強まり、キューバ経済にとって、米国市場と米国からの投資が不可欠となった。政治面での関係は、より複雑であった。19世紀の米国における支配者層にとって、キューバは政治・経済戦略上、押さえておかなければならない要所であった。そして、米国の帝国としての覇権を維持・拡大するには、この時点でのキューバの独立は好ましくないと考えられていた。むしろ、米国内での奴隷問題が「解決」するまで、アフロ系の奴隷を多く抱えるキューバをスペインの勢力圏に置いておくことが懸命であると認識されていた。その後、南北戦争が終わり米国で奴隷解放宣言がなされて以降、ついに米国はキューバを獲得する策を積極的に模索し始めた。だが、スペインがあらゆる手段を使ってキューバを勢力圏に留めようとしたため、それは決して容易なことではなかった。
　さて、ここで両国関係におけるもう一方の側面について見てみたい。この時期、キューバ国内では、独立派（independentistas）と呼べる人々が増加していた。換言すると、19世紀の間に他の多くのラテンアメリカ諸国が手に入れた主権国家という立場を得るため、独立することが望ましいと、一般的に考えられるようになっていた。この目的を達成するため、キューバ国民は1868年10月10日から―奇しくも日本の明治維新が始まった年である―30年に及ぶ戦いに挑むことになった。
　独立の達成が間近に迫ったかという1895年2月24日、ある国民的な計画が明示された。それは、当国出身で、詩人、ジャーナリストそして政治家という顔をもつ、ホセ・マルティ（José Martí）の文書の中で示された。長くキューバを離れて生活していた彼は、キューバの歴史と国際社会における位置づけに関して鋭い分析を行っている。彼は、キューバがスペイン、米国どちらからも独立すべきであると公言しただけでなく、カリブ諸国を旅した経験から、「より偉大な祖国アメリカ」という構想を膨らませていた。また、1880年代の大半を米国で過ごした影響で、自由が社会正義の制度と結びつく民主主義こそが、キューバをあらゆる人にとっての祖国、そして幸福へと結びつけるものへと変化させると信じるようになっていた。マルティが提示したこの計画―独立、社会正義、経済的繁栄、良い統治―は、キューバ国民の夢となった。
　1898年、米大統領マッキンリー（William McKinley）は、キューバでの戦争への介入を決断した。キューバ国内の反応としては、米国の介入を支持する集団と、マルティを含めそれを不安視する集団とに分かれた。そして、この介入は、愛国主義者たちが想定した最悪の結果をもたらした。すなわち、米国による4年間の占領、1898年のパリ会議におけるキューバ代表の排除、そして1902年のプラット修正条項の要求であった。この条項は、1901年に米下院で採択され、翌1902年にはキューバの憲法にも付加された。こうして、キューバは事実上、米国の保護国となっただけでなく、米海軍基地の用地を提供することも盛り込まれた
。
　こうして、マルティの構想を実現することが焦眉の課題となった。その後の56年間は、キューバにとって非常に破滅的な年月であった。米国に依存せざるをえなくなったことで、モノカルチュア経済、腐敗した政治制度、社会正義の欠如、政治的権利の踏みつけなどがキューバを苦しめた。キューバの上流層は、国を間違った方向へといざなった。その一つの例として、1952年の大統領選では、再び独裁者―バティスタ（Fulgencio Batista）―が最高権力の座に就くこととなった。革命的な政権を形成するような、急進的な変革の機が熟していたにもかかわらず、それが結実しない結果となったのである。バティスタは米国大使の支援を受け、いかなる革命の萌芽をも摘み取った。しかしこれは逆に、カストロ（Fidel Castro）率いる若者グループによるモンカダ兵営の襲撃（1953年7月26日）に始まる、キューバ革命への道を拓くことになったといえる。
　キューバは急進的な社会・政治・文化的転換を必要としており、革命は不可避なプロセスであった。具体的には、農業、保健、教育、住居における改革を求めるコンセンサスが存在した。こうした転換が、キューバにおける米国の地位に影響を及ぼすであろうことは、容易に想像された。米国の地位については、「カストロが出てくる以前、キューバにおいて最も影響力をもっていたのは米国であり、在キューバ米国大使が大統領に次いで―ときには大統領以上に―重要な人物であった」と、バティスタ独裁政権の最後2年間に在キューバ米国大使であった下院議員スミス（Earl Smith）が述べていたほどであった。米国には、キューバを米国の影響力の下に置いておくことが可能であると信じて疑わない外交官や財界リーダーたちがいた。スミスの後任で、最後の駐キューバ米国大使となった退役軍人、ボンサル（Philip Bonsal）も、その一人であった。
　冷戦構造下の1950年代、CIA（中央情報局、Central Intelligence Agency）を使ってイランとグアテマラの政府を転覆させたことで自らの力を過信した米アイゼンハワー（Dwight David Eisenhower）政権は、キューバ革命政府の打倒を決断した。キューバは当時、対外経済関係の多様化と米国経済への依存度を弱めることを目指し、日本における市場開拓などを始めていた。だが、その試みは、米国による経済制裁によって封じ込めた。キューバ国内で革命に対する支持が広範に広がっていたため、アイゼンハワーは政府の転覆、経済制裁、外交的孤立、プロパガンダ戦争などの手段を用い、こうした政策は民主党政権にも引き継がれた。
　続いて大統領の座についたケネディ（John Fitzgerald Kennedy）大統領は、2つの損失の大きい間違いを犯した。一つはピッグス湾事件、もう一つは1962年のミサイル危機である。こうした米国の強引な行為に対するキューバ革命政府の対応は、急進化と積極的な抵抗であった。それしか選択肢はなかったのである。
　他方、米国との対立が深まって以降、キューバの寡頭支配層および上流層は多くが亡命し、ワシントンと結びつきを―しかし従属的に―強めた。彼らは、キューバ政府と革命の敗北を確信し、その体制が崩壊した際に、その受益者となることを期待していたのである。

　キューバ革命が起こって以降、1960年代からの米国の対キューバ政策には2つの目的があった。一つの根本的な目的は、「レジームの転換（regime change）」、もう一つは「闘争（contention）」―キューバがいかなる方法をもってしても力をもたないようにすること―であった。

　まず、第2の目的からみていくこととする。これは、1965年のドミニカ共和国への侵攻、1967年におけるボリビアでのチェ・ゲバラ（Ernesto Che Guevara）の追跡と殺害、1960年代後半から70年代前半における右派軍部独裁政権や、1973年のチリにおけるクーデターの支援などのほか、1990年代における新自由主義改革の推進を招いたといえる。こうした政策は概して成功を収めていたが、1998年以降ラテンアメリカ・カリブ諸国において、左派が力を強めていったことで、その風向きは変わった。さらに、FTAA（米州自由貿易圏、Free Trade Area of the Americas）構想や2009年4月の米州サミットでも、行き詰まりが顕著となった。くわえて、ウルグアイでのムヒーカ（José Mujica）の勝利、ボリビアでのモラレス（Evo Morales）の再選は、この地域における左傾化が定着していることを表している。

　それでは、第1の目的―キューバにおけるレジームの転換―はいかなる状況にあるのだろうか。米国政府は、複数の道筋を想定し、この目的の達成を目指してきた。その路線はアイゼンハワー政権から現在に至るまで―唯一の例外は、カーター（James Carter）政権期である―修正されていない。すなわち、常に、米国側から一方的で非友好的な態度が採られ、キューバ政府ならびに人々がそれに抵抗するという形が続いている。
　こうした経緯を踏まえ、ここからは現在の状況を検討していく。第一に、外交関係であるが、1961年1月3日に外交関係を絶ったのは、米国政府の方であった。政府間の直接の交流は1975年まで再開されず、対キューバ政策の正常化に至っては、1977年のカーター政権期にようやく決定された。その後、本格的な外交関係を復活させるべく、まずは学術・科学・文化といった領域での交流が始められた。

　しかしながら議会の右派やメディアは、さまざまな障害を置くことで、この道をふさいだのである。1980年にレーガンが大統領の座に就くと、政府間のやりとりは以下の2つを除き、最小限に留められた。一つは、人口移動に関する断続的な交渉―これは1995年のクリントン政権期に合意に至った―、もう一つは、南西アフリカにおける和平交渉―キューバ、アンゴラ、南アフリカの3者協議で、米国が仲介者としてかかわっていた―である。こうした交渉においては関わりがあったものの、いざ両国の交渉となると、その機会は全く設けられなかった。レーガン、ブッシュ両政権は、共和党と在米右翼キューバ人とのつながりを強化し、彼らは今では、特にマイアミで重要な政治・経済的な勢力となっている。

　次のブッシュ（George W. Bush）政権期には、キューバの内政に頻繁に介入が見られた。それだけでなく、キューバ自由化のための援助委員会（Presidential Comission for Aid to a Free Cuba）が設けられた。こうした動きは、外交関係を余計に冷やす結果を生み出した。さらに同大統領は、1995年に合意がなされていた移民に関する協議も取りやめた。キューバ政府は幾度となく、未解決問題を交渉する準備があると発言してきた。しかし、米国はオバマ（Barack Obama）大統領になっても、一向にこの要求に応える姿勢を見せていない。
　外交関係におけるもう一つの論点は、キューバを孤立させようという試みであった。これにおいては、1970年代までに米国の失敗が明らかになったといえる。OAS（米州機構、Organization of American States）へのキューバの参加を先延ばしにすることには成功したものの、ヨーロッパ諸国やカナダ、日本いずれも、その方針に同調はしなかった。むしろキューバは、第3世界や国際機関で存在感を増していった。
　つづいて第二番目に、両国関係の中でも特に複雑な、安全保障問題について考えてみたい。核戦争の危険さえはらんでいた1959～62年、またその後の、1980年代における度重なる中米危機の際に米国によるキューバ攻撃のリスクがあった。重要であるのは、両国は本来、安全保障問題を共有できるだけの近さにあるにもかかわらず、米国のキューバへの敵対的な態度、力の非対称性によって、キューバは常に細心の注意を払わざるをえない立場に置かれてきたことである。
さて、安全保障問題には様々な領域が存在する。以下、6項目を簡単に見てみたい。
1. 伝統的安全保障：米国の敵対的態度、力の非対称性、地理的な近さは、キューバの防衛力の増強を余儀なくしてきた。米国に対して、キューバを攻撃することのコストの大きさを印象付ける戦略である。と同時にキューバは、あらゆる場面における信頼醸成措置の戦略も模索してきた。
2. グアンタナモ：キューバは基地の設置を違法としながら、それを交渉のテーブルに戻すことを求めてきた。両国は、信頼醸成措置を構築し、自然災害時の対応を合同で訓練するなども行っている。
3. 移民：移民危機は、1965年、1980年、1994年に発生した。問題の根底としては、米国がキューバからの不法移出を推進していることが指摘できる。幾度もの交渉の決裂を経験したのち、1995年に両国はようやく合意に至った。そこでは、米国が在米キューバ移民の永住者に、年間2万件のビザを発行することが決定された。
4. テロ：キューバは、米国と深い関わりをもつテロ組織の標的となってきた。一例は、1999年にハバナのホテルで起こった爆発事件である。こうしたテロ活動は、米CIAで訓練を受けた亡命キューバ人、カリージェス（Luis Posada Carilles）。が背後で動いていることが分かっている。ところが、むしろ米国は、キューバをテロ支援国家のリストに挙げている。
5. 麻薬取引：この分野においては、両国にいくらかの協力関係が見られるが、やはり限定的なものである。キューバは、今後さらに広範な協力関係を築くことが必要であると表明している。
6. 環境：この領域においては、麻薬取引をめぐる状況と類似している。唯一、ハリケーンの時期にのみ、緊密な協力が見られる。

第三に、経済関係に話を移す。基本的な事実としては、米国によるキューバへの経済・金融・商業における制裁が取られている。現存する規制は、1960年代に始まったものである。その後、1996年にはヘルムズ・バートン法（正式名「キューバ解放と民主連帯法」、The Cuban Liberty and Democratic Solidarity Act）が制定され、制裁は強化された。
また、2004年に米下院は、ネザーカット修正（Nethercutt Amendment）を可決し、キューバも食糧と医療品の購入が可能となった。とはいえ、テロ支援国家に指定されている当国は、上記のような物を買うには前払いを強要されるという規定がある。また、キューバへの米国人の渡航は、原則としては禁止されている。
最後に、文化、科学、教育における交流に触れておきたい。1960年に制限されてきたそうした交流は、カーター政権期に再構築されたが、レーガン政権期に再び逆行を見せた。1992年のトリチェリ法（キューバ民主主義法）は、こうした交流を「トラックII」と呼ばれる民間レベルで進めようとしたが、結果は失敗であった。クリントン（Bill Clinton）政権は、交流を促進する立場をとり、キューバを訪れる米国人（キューバ出身者含む）が急増した。ところが、こうしたクリントン政権の交流政策も、ブッシュ政権期には見直され、増加していたキューバ訪問者は再び減少し、さらに米国からキューバへの送金の上限も減額された。オバマ大統領はすでに、キューバ訪問と送金のどちらに対しても制限を撤廃する決定をしており、これはまさに革新的な出来事である。
最後に以下の5点を指摘し、結論とする。
1. キューバと米国との対立は、キューバ革命以前からの歴史的な背景をもっている。
2. 両国間の関係は、米国による一方的な敵対的態度に決定付けられてきた。
3. キューバは、米国の国益を傷つけるような行為を行ってきていない。
4. 力の非対称性ゆえ、キューバが、自国の安全保障を危険にさらすことなく、譲歩することは大変困難である。
5. キューバと米国の関係が正常化へと展開する可能性はあるが、対話の席を用意すべきは米国である。
（日本語へのテキスト要約：イベロアメリカ研究所リサーチ・アシスタント　大場樹精）
� 在米の亡命キューバ人たちで構成される「反革命傭兵軍」が、米国の支援を受け、革命政権の転覆を試みた。


� 元ドミニカ共和国元大統領、フアン・ボッシュ（Juan Bosch）のことば。


� 熟した果実が木から落ちるのと同様に、キューバも米国の「引力」に引き寄せられざるをえないとする考え方である（小池康弘. 2002. 「政治外交の動向」『キューバ国別援助検討会報告書』国際協力事業団、26頁）。


� その他にも、米国の利益に反する外国との取り決めを行わないこと、秩序維持のために米国の介入権を認めることなどを要求したもの。米連邦上院議員プラット（Orville Hitchcock Platt）の提案。
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